
平成２５年度予算に係る河川事業（直轄事業）の 
計画段階評価及び新規事業採択時評価資料 

資料３ 



 

 

矢口川総合内水緊急対策事業 

【計画段階評価】 
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１．流域の概要 

【河 川 概 要】 
◎流域面積：5.2k㎡ 
◎流域内 
 ・人  口：約 5千人  
 ・一般資産：約630億円 
◎関係市：広島市 

• 矢口川は、太田川下流部左岸に合流する流域面積5.2km2の一級河川 

• 下流部に低地が広がり、市街化が進行（市街化面積：21.8ha（S45）→180.1ha

（H18）） 

• 洪水時に本川水位が堤内地盤高より高くなるため、内水排除が困難。矢口川水

門を整備し、順次ポンプを整備するものの内水被害が発生 

• 流域内には、JR芸備線（安芸矢口駅）や県道などが縦断 

矢口川総合内水緊急対策事業における計画段階評価（流域の概要） 

②改修の経緯 

昭和41年3月 矢口川水門設置 
昭和63年4月 救急内水対策事業着手 
平成23年5月 太田川水系河川整備計画（国）  

「適切な役割分担のもと、必要な内水はん濫対策を実施」 
平成24年3月 太田川下流ブロック河川整備計画（広島県） 
          「適切な役割分担のもと、必要な内水はん濫対策を実施」 

過去の洪水 被害状況 

平成17年9月洪水 

（台風14号） 

床上浸水5戸 

床下浸水12戸 

浸水面積 約3ha 

平成22年7月洪水 

（梅雨前線） 

床上浸水18戸 

床下浸水12戸 

浸水面積 約4ha 

③主な災害実績 

※平成17年9月：太田川河川事務所調査結果 
※平成22年7月：水害統計より 

常設ポンプ 
（m3/s） 

可搬ポンプ 
（m3/s） 

備考 

平成元年 ２ ２ 

平成12年 ３ １ １m3/sを常設化 

平成14年 ４ ０ １m3/sを常設化 

事業位置 
広島市 

広島県 

④地域開発の状況 
市街化が進行し、市街化面積が21.8ha（S45）から180.1ha（H18）に拡大 

①流域の特徴 

山陽自動車道 

J
R

芸
備
線 

安
芸
矢
口
駅 

絵坂川 

【凡例】 

：流域界 

：低地部（TP+15.0m未満） 

：中高地部(TP+15.0m以上) 

市街化面積161.4ha 

太田川 

矢口川 

市街化面積180.1ha 市街化面積21.8ha 宅地化が進行 
している範囲 

矢口川流域界 

昭和45年 平成2年 平成18年 

太田川 

矢口川 

太田川 

矢口川 

下流部 
河床勾配 約1/50 
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救急内水対策事業により4m3/sのポンプを設置したものの、
市街化の進行等により浸水被害が発生 

救急内水対策事業のポンプ整備の経緯 
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② ① 

平成22年7月洪水の被災状況 

広島市消防局提供 

① 高齢者福祉施設からの避難状況 

② 

２．課題の把握、原因の分析 

①近年の災害実績 
 
・ポンプ（4m3/s）を設置後も、内水による浸水被害が頻発 
・平成22年7月洪水では、JR芸備線軌道下0.5mまで浸水し、運転見合わ
せ。病院２戸、高齢者福祉施設１戸、事業所７戸が浸水 

矢口川総合内水緊急対策事業における計画段階評価（課題・目標等） 

３．政策目標の明確化、具体的な達成目標 

②具体的な達成目標 
・矢口川総合内水対策計画の目標である年超過確率１／１０の降雨に対して、国・
県・市の連携により、内水による床上浸水被害を解消 

実施前 

実施後 

年超過確率１／１０（平成17年9月型降雨波形）の降雨 
による内水はん濫想定範囲 

②今後の課題 
 
・地域住民の的確な避難活動が可能となるよう、河川管理者、関係自
治体、地域住民が連携して、防災訓練の実施、情報共有・情報提供
等を継続的に実施することが必要 
・太田川の洪水時には、矢口川水門を閉鎖して本川から逆流を防止す
るが、矢口川の水位上昇により、浸水被害が生じるため、矢口川の
水位低下のための抜本的な対策が必要 

①達成すべき政策目標 
・頻発する内水被害の軽減 

床下 
31戸 

床上 
61戸 

（戸） 

：浸水範囲 
：浸水家屋 ※平成22年7月洪水 床上浸水18戸、床下浸水12戸 

※浸水範囲内でも敷高が高く浸水していない家屋がある 
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床上浸水被害を解消 



採用 

矢口川総合内水緊急対策事業における計画段階評価（複数案評価①） 
４．複数案の比較、評価 

治水対策メニュー 

１．河川整備メニュー 
（河道改修、ダム、遊水地） 

２．流域対策メニュー 
（霞堤、輪中堤、水田貯留、各戸貯留浸透施設、森林保全） 
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河川整備メニュー 流域対策メニュー 

治水対策案 放水路案 排水機場案 遊水地等案 宅地の嵩上げ・ピロティー建築案 

実施内容 放水路＋排水機場 排水機場 遊水地＋既設ため池嵩上げ＋排水機場 
浸水する家屋を嵩上げ等するとともに、宅地及び
周辺道路等の地盤を一体的に嵩上げ 

完成までに要
する費用 

約３８億円 約３０億円 約３７億円 約６６億円 

評価 

• 山地域からの洪水を放水路でショートカット • 内水対策として一般的な手法。機場を整備して
内水を排除 

• 山地域からの洪水を遊水地等により洪水調節 • コストが高い 

• 社会的影響が大きい（９２戸の家屋仮移転） 

抽出 ○ ○ ○ × 

1
．
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概
略
評
価 

•年超過確率１／１０の洪水に対して、床上浸水被害を解消するために複数の治水対策案を立案 
•矢口川での適用性を考慮して、放水路案、排水機場案、遊水地等案、宅地のかさ上げ・ピロティー建築案を抽出 
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③遊水地等案 ①放水路案 ②排水機場案 

・遊水地の整備（3.4万m3） 
・既設ため池の嵩上げ（1.2万m3） 
・排水機場（5m3/s）増設 
 により対応 

・矢口川トンネル放水路（6m3/s） 
・排水機場（2m3/s）増設 
 により対応 
 

・排水機場（8m3/s）増設 
 により対応  
     
 

矢口川総合内水緊急対策事業における計画段階評価（複数案評価②） 

矢口川 

絵坂川 

トンネル放水路（6m3/s） 

Ｐ 

排水機場増設（2m3/s） 

矢口川 

絵坂川 

Ｐ 

排水機場増設（8m3/s） 

矢口川 

絵坂川 

遊水地 

Ｐ 

排水機場増設（5m3/s） 

加唐池嵩上げ 

柳ヶ谷池嵩上げ 

■ため池嵩上げ 
 洪水調節容量計：約12,000m3 

 （嵩上げ高：加唐池3m、柳ヶ谷池4m） 
■遊水地 
 洪水調節容量約34,000m3 

【凡例】 

：流域界 

：低地部（TP+15.0m未満） 

：中高地部(TP+15.0m以上) 5 



    治水対策案 

 

 

評価軸 

①放水路案 ②排水機場案 ③遊水地等案 

• 山地域の洪水をトンネル放水路により太田川本川に
ショートカット（6m3/s） 

• 排水機場により対応（2m3/s） 

• 排水機場により対応（8m3/s）  
 
 

• 遊水地の整備 
• 既設ため池（柳ヶ谷池、加唐池）の嵩上げ 
• 排水機場により対応（5m3/s） 

治水安全度 

（年超過確率1/10の
洪水に対する被害軽
減効果） 

目標とする治水安全度を確保 
 浸水家屋数 床上６１戸 → ０戸 

 
• 排水機場が完成するのは５年後であり、放水路が完成
するのは８年後と想定される 

目標とする治水安全度を確保 
 浸水家屋数 床上６１戸 → ０戸 

 
• 排水機場が完成するのは５年後と想定される 

目標とする治水安全度を確保 
 浸水家屋数 床上６１戸 → 0戸 
 

•排水機場が完成するのは５年後であり、ため池のかさ上
げ、遊水地が完成するのは７年後と想定される 

コスト • 完成までに要する費用は約３８億円 
• 維持管理に要する費用は約３．０億円／５０年間 

• 完成までに要する費用は約３０億円 
• 維持管理に要する費用は５．２億円／５０年間 

• 完成までに要する費用は約３７億円 
• 維持管理に要する費用は４．２億円／５０年間 

実現性 • トンネル放水路の用地取得や家屋補償をこれから実施
するため、調整等に多大な時間を要する 

• 法制度上、技術上の観点から実現性の隘路となる要素
はない 

• 排水機場敷地の用地取得をこれから実施するが、排水
機場の増設は地元要望であり、事業実施の大きな障害
とはならない 

• 法制度上、技術上の観点から実現性の隘路となる要素
はない 

• 遊水地の用地取得をこれから実施するため、調整等に
多大な時間を要する 

• ため池管理者との調整をこれから実施するため調整等
に多大な時間を要する 

• 法制度上、技術上の観点から実現性の隘路となる要素
はない 

持続性 • トンネル放水路内の土砂堆積等の持続可能な監視・観
測、ポンプ設備等の機器の更新が必要であるが、いず
れも管理実績があり、適切な維持管理により持続可能
である 

• ポンプ設備等の機器の更新が必要であるが、管理実績
もあり、適切な維持管理により持続可能である 

• 遊水地、ため池の土砂堆積等の持続可能な監視・観測、
ポンプ設備等の機器の更新が必要であるが、いずれも
管理実績があり、適切な維持管理により持続可能であ
る 

柔軟性 • トンネル放水路の改良は困難であり、柔軟な対応は容
易ではない 

• 排水機場の増強、性能の改良などにより、一定程度柔
軟な対応が可能である 

• 遊水地は地形上または構造上可能な範囲内の改良等、
一定程度柔軟な対応が可能である 

地域社会への 

影響 

• トンネル放水路の用地取得や家屋補償が必要である 

• トンネル放水路の整備にあたり移転を強いられる整備
地と、受益地である下流部との間で、地域間の利害の
衡平の調整が必要となる 

• 治水安全度の向上が地域振興に資すると考えらえる 

• 排水機場敷地の用地取得が必要となるが、取得面積
が最も少ない 

• 整備地と受益地が一致するため地域間の利害の不衡
平は生じない 

• 治水安全度の向上が地域振興に資すると考えらえる 

• 遊水地の用地取得や家屋補償が必要である。 
• 遊水地の整備にあたり移転を強いられる整備地と、受
益地である下流部との間で、地域間の利害の衡平の調
整が必要となる 

• 治水安全度の向上が地域振興に資すると考えらえる 
 

環境への影響 •環境・景観に与える影響は限定的と考えられる 
 
 

•環境・景観に与える影響は限定的と考えられる 
 

 

•遊水地の整備により、良好な山間部の自然環境の改変
がある 
•周囲堤等の整備により景観が変化するが、影響は限定
的と考えられる 

総合的な評価 △ ○ × 

矢口川総合内水緊急対策事業における計画段階評価（複数案評価③） 

「コスト」について最も有利な案は、案②（排水機場案）であり、他の評価項目でも当該評価を覆すほどの要素はないと考えられるため、案②に
よる対策が妥当 

５．対応方針（原案） 
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矢口川総合内水緊急対策事業 

【新規事業採択時評価】 
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年超過確率１／１０（平成17年9月型降雨波形）の降雨による内水はん濫想定範囲 

ＪＲ芸備線 

安芸矢口駅 

病院 

高齢者 
福祉施設 

：浸水家屋 

矢口川総合内水緊急対策事業に係る新規事業採択時評価 

事業概要 

• 事業箇所：広島県広島市 
           あさきたく   くちた 

            (安佐北区口田) 
 
• 事業内容：排水機場 
        (ポンプ増設8.0m3/s) 
 
• 全体事業費：３０億円 

 
• 事業期間：Ｈ２５～Ｈ２９ 

評価項目 

（１）災害発生時の影響 
・ポンプの増設を行わなかった場合、年超過確率1/10程度の降雨に対して、
家屋92戸(床上61戸、床下31戸) が浸水 
・内水はん濫想定区域にJR芸備線、病院などの施設が存在 

山陽自動車道 

J
R

芸
備
線 

広島県 

広島市 

【凡例】 

：流域界 

矢口川救急 
内水排水機場（既設） 

（4m3/s） 

安芸矢口駅 

絵坂川 

流域面積     ： 5.2k㎡ 
関 係 市     ： 広島市 
流域内人口    ： 約 5千人  
流域内一般資産： 約630億円 

排水機場（今回事業） 
（ポンプ増設8m3/s） 

過去の洪水 被害状況 

平成17年9月洪水 

（台風14号） 

床上浸水5戸 

床下浸水12戸 

浸水面積 約3ha 

平成22年7月洪水 

（梅雨前線） 

床上浸水18戸 

床下浸水12戸 

浸水面積 約4ha 

※平成17年9月：太田川河川事務所調査結果 
※平成22年7月：水害統計より 

事業位置 
広島市 

広島県 

矢口川救急内水排水機場 
（4m3/s） 

広島市消防局提供 

平成22年7月洪水の浸水状況 

：浸水範囲 

【総合内水緊急対策事業 採択用件】 
１．概ね５年間で事業完了 

 ⇒Ｈ２５～Ｈ２９（５年間） 
 
２．事業によって内水による床上浸水被
害が防止される区域内の家屋数が50
戸以上であること 

 ⇒床上浸水被害防止家屋 ６１戸 
 
３．河川管理者と地方公共団体は協力し
て、ハード対策とソフト対策を一体的
に推進する総合内水対策計画を策定
し、対策を実施するものであること。 
⇒平成２４年７月に矢口川総合内水
対策計画を策定 

 

（２）過去の災害実績 

• 太田川の本川水位が高くなると、矢口川水門を閉鎖して本川からの逆流防止を図るが、
矢口川の水位が上昇し、内水被害が発生 

病院 

※内水はん濫想定区域内でも敷高が高く浸水しない家屋がある 8 



市街化面積 180.1ha 

太田川 

矢口
川 

平成18年 

•市街化が進展している中、平成元年にポンプ（常設2m3/s、
可搬2m3/s ）を整備し、平成14年に全てのポンプ（4m3/s）
を常設化。しかしながら、平成17年、平成22年に内水被害
が発生 

•平成22年7月洪水では、ＪＲ芸備線が運転を見合わせると
ともに、病院（2戸）、高齢者福祉施設（1戸）、事業所（7戸）
が浸水し、地域生活に甚大な影響を及ぼした 

•流域の市街化が進行 
（市街化面積：21.8ha（S45）→180.1ha（H18）） 
•流域内には、ＪＲ芸備線（安芸矢口駅）や県道などが縦断 

矢口川総合内水緊急対策事業に係る新規事業採択時評価 

広島市消防局提供 

高齢者福祉施設からの避難状況（平成22年7月洪水） 

（３）災害発生の危険度 

（４）地域開発の状況 

家屋の浸水状況（平成22年7月洪水） 

宅地化が進行
している範囲 

矢口川流域界 

市街化面積 21.8ha 

昭和45年 

（５）地域の協力体制 

• 国、県、市が連携し、ハード・ソフト一体となった総合的な内水対策の推進

を図るため、矢口川総合内水対策協議会を平成23年8月に設立 

• 地域（町内会連合会）から「一日でも早い排水ポンプの増強の実現」を強く

要望 

地元要望（Ｈ２４．１２） 

  私たちは、繰り返される浸水被害を軽減させ防災力の向上を図るため、矢口川総合内水対策計画にそっ
て、「土地利用に関するルール作り」に取り組み、広島市に対しては、このルールを都市計画法に基づく
「地区計画」を進めるよう要望しています。 

  つきましては、こうした地域の取り組みをご配慮いただき、一日でも早く排水ポンプの増強が実現されるよ
う強く要望いたします。 

• 平成17年と平成22年に浸水被害が発生。5年間に

2度も浸水したことから、早急な内水対策は地域

の悲願 

• ＪＲ芸備線は乗降利用者数は約１０，０００人／日

であり、芸備線の運行休止は地域生活に重大な

影響 

• 平成24年7月に総合内水対策計画を策定しており、

これに基づき国、県、市が適切な役割分担の下、

内水対策を実施することとしている 

（６）事業の緊急度 

ＪＲ芸備線 安芸矢口駅 

太田川 

矢口川 

9 



（７）水系上の重要性 

矢口川総合内水緊急対策事業に係る新規事業採択時評価 

• 洪水時には、河川の水位や雨量、映像、洪水予報、被害状況等の各種

河川情報を一元的に収集し、管内の事務所や地方公共団体等の防災機

関、地域住民へ情報提供 

• 情報表示板によるリアルタイム情報提供（国H23年実施済）（①）   

• 浸水実績を広島市ホームページで公表（広島市H22年実施済）（②） 

• 内水浸水想定区域の公表（H25年予定） 

• 現地の主要箇所への避難経路、実績内水浸水深などの表示（H25～H26

年予定）（③） 

①情報表示板による情報提供 

②浸水実績の公表 
（広島市ホームページ） 

③現地への表
示イメージ 

• 矢口川流域は、政令指定都市広島市に位置し、太田川流域の中で人口等が集積している場所のひとつ 

• 流域内には広島県下で重要な交通であるＪＲ芸備線や県道広島・三次線が縦断 

• 近年、太田川流域の中で最も頻繁に内水被害が発生 

（８）災害時の情報提供体制 

（９）関連事業との整合 

• 国・県・市が連携して、それぞれの役割分担のもと、総合的な内水対策

を推進するために、平成２４年７月に矢口川総合内水対策計画を策定 

• これに基づき、広島県が河川維持改修、広島市が土地利用規制等、国

が排水機場の整備等を行うこととしている 

県 

市 国 

○排水機場の増設 ○土地利用に関する規制等 

○矢口川改修（河道掘削）等 

“連携” 

（１０）代替案立案の可能性 

   年超過確率１／１０の降雨で発生する内水による洪水での床上浸水

被害を解消する目標に対して、「放水路案」、「排水機場案」、「遊水地等

案」の３案を比較検討した結果、実現性、地域社会への影響、事業費の

観点より「排水機場案」が妥当と判断 浸水想定水位 

居室の床の上面の高さ
が浸水想定水位未満の
場合は、建築不可。 

居室以外の用途の床の上面
の高さが浸水想定水位未満
の場合は、建築が可能。 

居室の床の上面の高さ
が浸水想定水位以上
の場合は、建築が可能。 

土地利用に関する規制 イメージ図 

地盤面 

10 



（１１）費用対効果分析等 

                                          

                                                   

 

 

 

   ※金額は、基準年（H24）における現在価値化後を記入。 

Ｂ／Ｃ １．３ 

総費用(Ｃ)＝   ２８．１億円 総便益(Ｂ)＝  ３６．４億円 

 建設費       ２６．６億円  便○ 益    ３６．１億円 

 維持管理費   １．５億円  残存価値     ０．３億円 

【整備効果】 

• 年超過確率１／１０の降雨に対して、内水に

よる床上浸水被害を解消。 

矢口川総合内水緊急対策事業に係る新規事業採択時評価 

床上浸水被害はすべて解消、床下浸
水被害は31戸から1戸に減少 
浸水面積は約9haから約1haに減少 

事業前 

事業後 

床下 
31戸 

床下 
1戸 

床上 
61戸 

（戸） 

11 



矢口川総合内水緊急対策事業に係る新規事業採択時評価 

矢口川救急 

内水排水機場 

矢口川水門 

矢口川 

絵坂川 

ＪＲ芸備線 

矢口第一水位観測所 

A 

A 

B B 

C 

C 

吐出樋門 排水機場 

流入工 

流入工 

B - B 

凡  例 

  ：ポンプ 

  ：原動機 

  ：除塵設備 

  ：排水機場本体 

  ：自家発電 

JR芸備線
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DL＝5.00
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1
1
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4
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5
9
9
0

3
0
0
0

2
6
5
0

5
9
9
0

排水ポンプ吐出部

φ1,200×2
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1:2
.0
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9
6
4
0

2
0
0
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4
0
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5
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3
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管理橋
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吐出樋門 
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JR芸備線

AS

ASAS

GH=15.47

FH=

NO.1+14.0

用地境界
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1
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12 



 

 

山国川床上浸水対策特別緊急事業 

【計画段階評価】 
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山国川床上浸水対策特別緊急事業における計画段階評価（流域の概要） 

 ①流域の概要 

• 山国川は、幹線流路延長56km、流域面積540km2の
一級河川 

• 九州地方有数の急流河川であり、中上流部は谷底
平野を形成。下流部は広大な扇状地から成り、一度
はん濫すると、甚大な被害が発生 
 

• 流域内には、名勝耶馬渓があり、多くの観光客が訪
れる大分県の代表的な観光地 

  

１．流域の概要 

②改修の経緯 

• 昭和41年 山国川水系工事実施基本計画策定 

• 昭和43年 山国川水系工事実施基本計画改定 

• 平成18年 山国川水系河川整備基本方針策定 

• 平成22年 山国川水系河川整備計画策定 

 上記計画に基づき、堤防整備の他、ダムによる洪水

調節施設の整備を実施 

 

 
③主な災害実績 

    洪水発生年 被害状況 

昭和28年6月 

(梅雨前線) 

死者・行方不明者1名 

床上浸水：605戸、床下浸水3,196戸 

平成5年9月 

(台風) 

床上浸水99戸、床下浸水139戸 

浸水面積：約27ha 

平成19年8月 

(台風) 

床上浸水4戸、床下浸水4戸 

浸水面積：約0.8ha 

平成24年7月3日 

(梅雨前線) 

床上浸水131戸、床下浸水62戸 

浸水面積：約40.7ha 

平成24年7月14日 

(梅雨前線) 

床上浸水121戸、床下浸水62戸 

浸水面積：約41.1ha 

競秀峰（青の洞門） 

深耶馬溪 

④地域開発の状況 

• 中上流部は、名勝耶馬渓及び 

  耶馬日田英彦山国定公園があ
り、開発は進んでいない 

• 下流部には、大分県北部の中
心都市中津市があり、ＪＲ日豊
本線、国道10号、212号等の基
幹交通施設が存在し、交通の
要衝となっている 

 【 河 川 概 要 】 

◎流 域 面 積   ：540km2 

◎流 域 内 人 口：約3万2千人 

◎流域内一般資産：約5,500億円 

◎流 域 市 町 村：中津
なかつ

市、日田
ひ た

市、宇佐
う さ

市 

吉富
よしとみ

町、上毛
こ う げ

町、玖珠
く す

町 

5.8
6

6.2
6.4
6.6
6.8

7

35.427

0
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400

500

600

700

800

0 20 40 60 80 100
河口からの距離（km）

標
高

（
m

）

山国川 緑川

川内川
筑後川

遠賀川大分川

松浦川
大淀川

山地 約91%

水田、田畑
約7%

宅地、市街地
　　　約2%

山国川流域の土地利用 

やばけい 

きょうしゅうほう 

しんやばけい 

やばひたひこさん 

床上浸水対策特別
緊急事業範囲 

ヤマ 
ウツリ 

ガワ 

14 



山国川床上浸水対策特別緊急事業における計画段階評価（課題・目標等） 

２ ．課題の把握、原因の分析 

①近年の災害実績 

• 山国川中上流部において、平成24年7月3日洪水により堤防未整備区間ではん濫が生じ、全9地区で浸水被害が発生 

• 直轄管理区間において、床上浸水131戸、床下浸水62戸、浸水面積40.7haの被害が発生 

• さらに、平成24年7月14日洪水においてもはん濫が生じ、中上流部において、床上浸水121戸、床下浸水62戸、浸水面積41.1haの被害が発生 

 

 

①達成すべき政策目標 

 ・山国川流域の浸水被害の軽減  

 

３ ．政策目標の明確化、具体的な達成目標の設定 

②具体的な達成目標 

  河道掘削、築堤および河積を阻害している横断工作物を改築することにより、流下能力を 

  確保し、平成24年7月3日洪水規模に対して、家屋の床上浸水被害を解消する 

②今後の課題 

• 山国川は、名勝耶馬渓及び耶馬日田英彦山国定公園内を貫流する河川であることから、改修にあたっては、関係する環境部局等と調整し、
景観の保全に努める必要 

• 平成24年7月3日、14日と続けて床上浸水戸数が100戸を超える浸水被害が発生しており、同規模の洪水に対して、家屋の床上浸水を解消
させる抜本的な治水対策が必要 

床上浸水被害を
解消 
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実施前 
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１３1戸 
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樋田地区浸水状況 

山国川 

平田地区浸水状況 

山国川 

平成24年7月3日洪水の被災状況 

平田・戸原地区 

浸水範囲 
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• 平成24年7月3日洪水に対して、家屋の床上浸水被害解消を達成するための複数の治水対策案を立案 
• 山国川への適用性を考慮して、既設ダムの有効活用案、河道掘削案、築堤案、樹木伐採案、「輪中堤＋宅地嵩上げ」案、複合案を抽出 

治水対策メニュー 

２．流域対策メニュー 
（霞堤、輪中堤、水田貯留、各戸貯留浸透施設、森林保全） 

１．河川整備メニュー 
（河道改修、ダム、遊水地） 
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．
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採用 

概
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評
価 

中
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流
部
で
治
水
効
果
を
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待
で

き
る
適
地
が
な
い 

適
地
が
な
い 

事
業
目
的
に
適
用
し
な
い 

採用 採用 採用 採用 

山国川床上浸水対策特別緊急事業における計画段階評価（複数案評価①） 

４．複数案の比較、評価 

採用 

一
次
選
定 

地
域
の
合
意
形
成
等
に
相
当
の
時

間
を
要
す
る 

採用 

2
．
既
設
ダ
ム
の
有
効
活
用 

  河川整備メニュー 流域対策メニュー 

治水対策案 既設ダムの有効活用案 河道掘削案 築堤案 樹木伐採案 「輪中堤＋宅地嵩上げ」案 複合案 

実施内容 ダムの嵩上げ 河道掘削 築堤（嵩上げ含む） 樹木伐採＋河道掘削 
輪中堤＋宅地嵩上げ＋築堤（嵩上
げ含む）＋土地利用規制 

輪中堤＋宅地嵩上げ＋築堤＋河道
掘削＋樹木伐採＋土地利用規制 

完成までに 
要する費用 

約327億円 約179億円 約120億円 約162億円 約112億円 約69億円 

評価 

コストが高い 
 
関係者との調整に相当の時間を要
する 

コストが高い 
 
奇岩へ影響する 

堤防整備により対応 
 
堤防により潰れ地が多くなる 

コストが高い 
 
奇岩へ影響する 

堤防整備に加え、輪中堤や宅地嵩
上げの方が効果的な場所では当対
策を実施 

場所に応じて効果的な対策を選択 

抽出 × × ○ × ○ ○ 
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② 「輪中堤＋宅地嵩上げ」案 ③ 複合案 

• 輪中堤の新設、宅地嵩上げ、築堤、堤防嵩上げにより対応 • 輪中堤の新設、宅地嵩上げ、築堤、河道掘削、樹木伐採により対応 

① 築堤案 

• 築堤及び堤防の嵩上げにより対応 

築堤   L＝約2,700m 

輪中堤  L＝約1,300m 

宅地嵩上げ  17戸 

橋梁架替   7橋 

河道掘削   L＝約3,700m 

築堤     L＝約2,000m 

輪中堤    L＝約1,200m 

宅地嵩上げ  17戸 

橋梁架替(橋梁継ぎ足し含む) 

       2橋 

築堤   L＝約6,100m 

橋梁架替    7橋 

山国川床上浸水対策特別緊急事業における計画段階評価（複数案評価②） 
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  治水対策案 
 
評価軸 

①築堤案 ②「輪中堤＋宅地嵩上げ」案 ③複合案 

治水安全度 
（平成23年7月3日洪
水規模に対する被

害軽減効果） 

・目標とする治水安全度を確保 

  浸水家屋数 床上131戸 → 0戸 

・整備が完了するのは5年後と想定される 

・目標とする治水安全度を確保 

  浸水家屋数 床上131戸 → 0戸 

・整備が完了するのは5年後と想定される 

・目標とする治水安全度を確保 

  浸水家屋数 床上131戸 → 0戸 

・整備が完了するのは5年後と想定される 

コスト 
・完成までに要する費用は約120億円 

・維持管理に要する費用は約30億円／50年 

・完成までに要する費用は約112億円 

・維持管理に要する費用は約28億円／50年 

・完成までに要する費用は約69億円 

・維持管理に要する費用は約17億円／50年 

実現性 

・77戸の家屋補償が必要 

・堤防嵩上げ、築堤による景観への影響に関して、文
化庁との協議・調整が必要 

・法制度上、技術上の観点から実現性の隘路となる要
素はない 

・浸水家屋の約半分にあたる72戸の家屋補償が必要 

・堤防嵩上げ、築堤による景観への影響に関して、文
化庁との協議・調整が必要 

・法制度上、技術上の観点から実現性の隘路となる要
素はない 

・21戸の家屋補償が必要 

・堤防嵩上げ、築堤による景観への影響に関して、文
化庁との協議・調整が必要 

・法制度上、技術上の観点から実現性の隘路となる要
素はない 

持続性 
・堤防の持続的な監視・観測が必要であるが、適切な
維持管理により持続可能である 

 

・堤防の持続的な監視・観測が必要であるが、適切な
維持管理により持続可能である 

・河道掘削後の土砂堆積、堤防等の持続的な監視・観
測が必要となるが、適切な維持管理により持続可能
である 

柔軟性 
・更なる築堤等により、一定程度の柔軟な対応が可能
である 

・更なる輪中堤等により、一定程度の柔軟な対応が可
能である 

・河道掘削等により、一定程度の柔軟な対応が可能で
ある 

地域社会への 
影響 

・観光地であるが、堤防により沿川と河川が隔てられ
る 

・堤防により潰れ地が多くなる 

• 掘削しないため、文化財である奇岩（景観）への影響
はない 

・治水安全度の向上が地域振興に資すると考えられる 

・72戸の家屋補償が必要となり、社会環境への影響が
③案より大きい 

・掘削しないため、文化財である奇岩（景観）への影響
はない 

・治水安全度の向上が地域振興に資すると考えられる 

 

・21戸の家屋補償が必要となるが、地域社会への影響
が②案より少ない 

・ほとんどが平水位以上の掘削であるため、文化財で
ある奇岩（景観）への影響は少ない 

・治水安全度の向上が地域振興に資すると考えられる 

環境への影響 

・掘削しないため、河川環境への影響は小さい 

・築堤により景観は変化する 

・河道内の工事がほとんど無いため、河川環境への影
響は小さい 

・築堤により景観は変化する 

・ほとんどが平水位以上の掘削であるため、河川環境
への影響は小さい 

・築堤により景観が変化するが、相対的に小さい 

総合的な評価 × △ ○ 

山国川床上浸水対策特別緊急事業における計画段階評価（複数案評価③） 

「コスト」について最も有利な案は、案③（複合案）であり、他の評価項目でも当該評価を覆すほどの要素はないと考えられる
ため、案③による対策が妥当 

５．対応方針（原案） 
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山国川床上浸水対策特別緊急事業 

【新規事業採択時評価】 
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曽木地区 

曽木地区 

曽木地区 
樋田地区 

多志田 
地区 

冠石野 
地区 

多志田地区 

多志田地区 

戸原地区 

平田地区 

戸原地区 

小友田地区 

柿坂地区 

15k 
16k 

17k 

18k 

19k 

20k 

21k 

22k 

23k 24k 

25k 

栃木地区 

馬渓橋（継ぎ足し） 

自転車道橋 
（架替） 

▪事業箇所：大分県中津市 

▪事業内容：河道改修等 

▪事業費 ：約69億円 

▪事業期間：H25～H29 

事業概要 

山国川床上浸水対策特別緊急事業に係る新規事業採択時評価 

(１)災害発生時の影響及び(２)過去の災害実績 
 

• 平成24年7月3日洪水時には、約40.7ha、193戸が
浸水（10日後の7月14日洪水時も同程度の浸水
被害が発生） 

• 浸水域には約１千人が居住し、その資産は約220
億円にのぼり、被害は甚大 

評価項目 

【床上浸水対策特別緊急事業 採択要件】 

1.延べ床上浸水家屋数が50戸以上 

 →Ｈ24.7.3洪水 131戸 H24.7.14洪水 121戸 

   延べ252戸 

2.延べ浸水家屋数が200戸以上 

 →Ｈ24.7.3洪水 193戸 H24.7.14洪水 183戸 

   延べ376戸 

3.床上浸水回数が2回以上 

 →Ｈ24.7.3洪水 、Ｈ24.7.14洪水   2回 

流 域 面 積：540km2 

関 係 市    ：中津市、日田市 

                 宇佐市、吉富町 

          上毛町、玖珠町 

流域内人口：約3万2千人 

流域内一般資産：約5,500億円 

＜事業メニュー＞ 

：河道掘削 

：築堤 

：宅地嵩上げ 

：橋梁架替等 

：輪中堤 

輪中堤の例 
 
 

連続堤の例 

洪水発生年 被害状況 

昭和28年6月 

(梅雨前線) 

死者・行方不明者1名 

床上浸水：605戸、床下浸水3,196戸 

平成5年9月 

(台風) 

床上浸水99戸、床下浸水139戸 

浸水面積：約27ha 

平成19年8月 

(台風) 

床上浸水4戸、床下浸水4戸 

浸水面積：約0.8ha 

平成24年7月3日 

(梅雨前線) 

床上浸水131戸、床下浸水62戸 

浸水面積：約40.7ha 

平成24年7月14日 

(梅雨前線) 

床上浸水121戸、床下浸水62戸 

浸水面積：約41.1ha 

なかつ 

なかつ ひた 

うさ よしとみ 

こうげ くす 
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きもつき 

(４)地域開発の状況 

• 流域の人口は昭和50年以降、ほぼ横ばいの状況 
• 下流部の中津市街部には、九州唯一の軽自動車製造工場が進出 
• 重要港湾である中津港を有する工業地帯 
• 山国川の中上流部は、耶馬日田英彦山国定公園に指定され観光名所となっており、著しい開 
 発はなされていない 

山国川床上浸水対策特別緊急事業に係る新規事業採択時評価 

樋田地区浸水状況 
平常時（青地区） 洪水時（青地区） 

中津港（重要港湾） 

競秀峰（青の洞門） 

深耶馬溪 

5.8
6

6.2
6.4
6.6
6.8

7

35.427

0

100

200

300

400

500

600

700

800

0 20 40 60 80 100
河口からの距離（km）

標
高

（
m

）

山国川 緑川

川内川
筑後川

遠賀川大分川

松浦川
大淀川

流域内人口及び想定氾濫区域内人口：河川現況調査、大分県・福岡県統計年鑑 

左岸側より第２山国川橋を望む 

（平成24年7月3日洪水） 

耶馬渓
町柿坂 

商業施設の浸水被害状況（耶馬渓町柿坂） 

（平成24年7月3日洪水） 

(３)災害の危険度 

•平成24年7月には10日間に2度も中上流部で全面的に浸水 
 

•青地区を中心とした観光産業に壊滅的被害 
•山国川は山間狭隘部を流下しており、急流河川のため、過去のはん濫では橋梁、道路、
家屋等が倒壊 

99,593 98,956 99,566

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成24年

（人）
流域関連主要市町人口 想定氾濫区域内人口 流域内人口

※大分県中津市、福岡県吉富町、上毛町の1市2町

※

しんやばけい 

きょうしゅうほう 

あお 

21 



きもつき 

(６)事業の緊急度 

(５)地域の協力体制 

 

山国川床上浸水対策特別緊急事業に係る新規事業採択時評価 

•観光地青地区（事業区間内）の川づくりについては、地域住民・学識者・
行政からなる「青地区河川整備検討委員会」を組織し、検討 

＜地域の要望等＞ 
 H24年 7～11月（延べ8地区）：中津市各地区より、築堤等の河川改修等の要望 

  H24年11月：九水連として中津市長より、治水事業を要望 

 

青地区河川整備検討委員会の実施状況 

(７)水系上の重要性 

• 平成24年7月に2度浸水被害が発生。早急な洪水対策は地域
の悲願 

• 名勝耶馬溪は重要な観光資源であり、観光振興や地域経済
等の観点からも早急な対応が必要 

• 中津市の青地区（16.4km）より上流区間では、堤防未施工区間
が多く残っており、速やかな対応が必要 

 

• 当該事業区間は、名勝耶馬渓があり、多くの観光客が訪れることから、観光拠点となっている 
 
• 山国川では、下唐原（基準地点）から下流側では、堤防が概成。一方、今回浸水した範囲は堤防未整備区間が多く残って
いる 

完成
堤防

未施工
区間

小計
不要
区間

合計

山国川直轄区間全体 22.9 6.8 29.7 28.4 58.1

床上事業区間上流 6.0 5.2 11.2 17.2 28.4

堤防延長（ｋｍ）

現在の堤防整備状況 

しもとうばる 
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きもつき 

(８)災害時の情報体制 

  ▪ 洪水時には、河川の水位や雨量及びダム放流量、映像、洪水予報、被害状況等の各
種河川情報を一元的に収集し、地方公共団体等の防災機関、地域住民へ情報提供 

 ▪ 防災マップを作成・公表済み（H19：中津市、H20：上毛町） 

 ▪ 災害時には、ヘリコプターやＣＣＴＶカメラ等により、災害現場の情報を収集、提供 

 ▪ 光ケーブルの接続などにより、市町等へ災害現場の映像提供 

山国川床上浸水対策特別緊急事業に係る新規事業採択時評価 

床上対策事業区間 

耶馬渓ダム 

：浸水範囲 

(９)関連事業との整合 

中津市防災マップ 

• 近年で最大の被害が発生した平成24年7月3日洪水と同規模の洪水浸水被害の解消の
目標に対して、「築提案」、「輪中堤＋堤防嵩上げ案」、「複合案」の3案を比較検討した結
果、実現性、地域社会への影響、事業費の観点から「複合案」が妥当と判断 

 

• 当該事業区間から下流側では、堤防が概成 
• 当該事業は、平成24年7月3日洪水を受け、大分県が実施する上流区間での緊急的な治水
対策とは、上下流バランス等の整合を図った計画としている 

(１０)代替案立案等の可能性 

監視カメラの画像情報 
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きもつき 

【整備効果】 

   山国川中流の河川整備により、山国川中流に甚大な被害をもたらした平成24年7月3日洪水に対して、131戸の床上浸水被害を解消 

(１１)費用対効果分析 

山国川床上浸水対策特別緊急事業に係る新規事業採択時評価 

当面の整備により、 

事業区間は床上浸水解消 

山国川 

山国川 

当面の整備後（～5年後） 現況 

※金額は、基準年（H24）における現在価値化後を記入 

総費用（Ｃ）＝ 68.0億円 総便益（B)＝81.3億円

建設費　　　 　61.3億円 便益　         79.8億円

維持管理費　   6.7億円 残存価値　    1.5億円

B/C 1.2
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曽木地区 

曽木地区 

曽木地区 
樋田地区 

多志田 
地区 

冠石野 
地区 

多志田地区 

多志田地区 

戸原地区 

平田地区 

戸原地区 

小友田地区 

柿坂地区 

15k 
16k 

17k 

18k 

19k 

20k 

21k 

22k 

23k 24k 

25k 

栃木地区 

馬渓橋（継ぎ足し） 

自転車道橋 
（架替） 

整備箇所概要図 

山国川床上浸水対策特別緊急事業に係る新規事業採択時評価 

＜事業メニュー＞ 

HWL 

築堤 
（特殊堤） 

事業実施前（実績水位） 

河道掘削 

河川整備計画目標流量 

○河道掘削、築堤及び横断工作物の改築により、流下 
  能力を確保し、家屋の床上浸水被害を解消 

国道 

：河道掘削 

：築堤 

：宅地嵩上げ 

：橋梁架替等 

：輪中堤 
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